
目標

対象

日数 2日

時間 13:00

科　目　名 時間数

債権管理回収 13:00

講師

参加した研修生の声

・仕事で行っていたことが、実際にどの条文の行為のなのかわかり、勉強になった。
・行政事務の根拠となる法令を更に深掘りしなくてはならないと感じた。常日頃から法令を確認する必要性を感
じた。
・事例検討で連帯保証の範囲や相続について取り扱われていたので、討議をしたことによって実務と講義内容
が紐づけるイメージが持てた。
・裁判に進むまでの自治体実務について、もう少し掘り下げてほしい。

研修所メッセージ

・地方自治体の財政状況は引き続き厳しい状況にある中、重要度が増している自力執行権のない債権（滞納処
分のできない公債権や私債権）の回収について、法的手段等を学べます。
・本研修では自力執行権のない債権に関する法律や債権回収の法的手段について学びます。
・グループ討議では、日常業務の中で直面しうる事例について話し合いますので、情報交換の場にもなります。
今後の業務に役立てるよう他団体の方とのネットワークづくりとしても活用してください。
・講師は、元東京都職員で自治体債権の管理、回収に詳しい弁護士が務めるので、日常業務における疑問点等も
質問でき、理解を深められる機会となります。

実施科目

科　目　内　容 方　　法

・自治体債権と債権管理回収
・債権管理回収の具体的方法
・訴訟等手続き、強制執行、保全処分
・破産手続き、民事再生手続き、私的整理、
時効管理、保証、日常家事の連帯債務、相続

講　　義
討　　議

弁護士

実務研修　総務・一般部門

自治体債権管理回収科

・自力執行権のない自治体債権を適切に管理、回収するために必要な知識の習得を図る。
・自治体債権に関する法律や法的手段を理解し、管理、回収事務に携わる職員として必要な業務遂行
能力の向上を図る。

滞納処分のできない公債権や私債権を取り扱っている職員で、債権回収の法的手段についての知識
が必要とされる職員（学童保育所、保育所、生活保護、公営住宅、上下水道の業務担当職員等）

研修日程 11/25(水)～26(木)


